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5 第
だい

５ 章
し ょ う

 第
だい

７ 期
き

障
し ょ う

がい福祉
ふ く し

計画
けいかく

・ 第
だい

３ 期
き

障
し ょ う

がい児
じ

福祉
ふ く し

計画
けいかく

 
 

 

１  基本
き ほ ん

指針
し し ん

について  
 
  障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき、都道府県・ 市町村は、厚生労働大臣の定める「 基

本指針（ 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本的な指

針）」 に即して、「 障害福祉計画」 及び「 障害児福祉計画」 を定めるものとされています。  
  基本指針で示されている計画策定の基本的な考え方は以下のとおりです。  
  （       部分は、 第６ 期や第２ 期からの変更又は新規の内容。）  
 

（ １ ）  基本
き ほ ん

理念
り ね ん

 

障害者総合支援法や児童福祉法の基本理念を踏まえつつ、次に掲げる点に配慮して、総合的 
な障がい福祉計画及び障がい児福祉計画を作成する。  

・  障がい者等の自己決定の尊重と意思決定の支援   
・  市町村を基本とした身近な実施主体と障がい種別によらない一元的な障害福祉サービスの

実施等  
・  入所等から地域生活への移行、 地域生活の継続の支援、 就労支援等の課題に対応したサー

ビス提供体制の整備  
・  地域共生社会の実現に向けた取り組み   
・  障がい児の健やかな育成のための発達支援  
・  障がい福祉人材の確保・ 定着  
・  障がい者の社会参加を支える取り組み定着  

 

（ ２ ）  障
し ょ う

害
がい

福祉
ふ く し

サービスの提供
ていきょ う

体制
たいせい

の確保
か く ほ

に関
かん

する基本的
き ほん て き

考
かんが

え方
かた

 

障害福祉サービスの提供体制の確保にあたっては、（ １ ） の基本的理念を踏まえ、 次に掲 
げる点に配慮して、 目標を設定し、 計画的な整備を行う 。  

・  全国で必要とされる訪問系サービスの保障  
・  希望する障がい者等への日中活動系サービスの保障  
・  グループホーム等の充実及び地域生活支援拠点等の整備と機能の充実  
・  福祉施設から一般就労への移行等の推進  
・  強度行動障がいや高次脳機能障がいを有する障がい者等に対する支援体制の充実  
・  依存症対策の推進  
 
 
 

第
だい

５ 章
し ょ う

 第
だい

７ 期
き

障
し ょ う

がい福祉
ふ く し

計画
けいかく

・ 第
だい

３ 期
き

障
し ょ う

がい児
じ

福祉
ふ く し

計画
けいかく

 

１  
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（ ３ ）  相談
そう だん

支援
し え ん

の提供
ていきょ う

体制
たいせい

の確保
か く ほ

に関
かん

する基本的
き ほん て き

考
かんが

え方
かた

 

・  相談支援体制の充実・ 強化 
・  地域生活への移行や地域定着のための支援体制の確保  
・  発達障がい者等に対する支援  
・  協議会の活性化 

 

（ ４ ）  障
し ょ う

がい児
じ

支援
し え ん

の提供
ていきょ う

体制
たいせい

の確保
か く ほ

に関
かん

する基本的
き ほん て き

考
かんが

え方
かた

 

・  地域支援体制の構築  
・  保育、 保健医療、 教育、 就労支援等の関係機関と連携した支援 
・  地域社会への参加・ 包容（ インクルージョ ン） の推進   
・  特別な支援が必要な障がい児に対する支援体制の整備  
・  障がい児相談支援の提供体制の確保 

 
 
  国の基本指針では、 計画策定において、 障害福祉サービス、 相談支援及び地域生活支援事業の

提供体制の確保等に係る目標を設定することが求められています。  

  具体的には、以下の 7 点について、令和 8年( 2026 年)度における成果目標を設定することとさ

れています。  
  １ ） 福祉施設の入所者の地域生活への移行 
  ２ ） 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 
  ３ ） 地域生活支援の充実 
  ４ ） 福祉施設から一般就労への移行等 
  ５ ） 障がい児支援の提供体制の整備等 
  ６ ） 相談支援体制の充実・ 強化等 
  ７ ） 障害福祉サービス等の質を向上させるための取り組みに係る体制の構築 
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２  成果
せ い か

目 標
もく ひょ う

 
 

（ １ ） 福祉
ふ く し

施設
し せ つ

の入所者
にゅう しょ し ゃ

の地域
ち い き

生活
せいかつ

への移行
い こ う

 

 
【 国が定める目標値】  
 
 

 
 

【 本市の実績と目標値】  
表 5- 1 本市の実績と目標値 

 第６ 期計画 
（ 令和 5年( 2023 年)度）  

第７ 期計画 
（ 令和 8年( 2026年)度） 

目標値 実績値 
（ 見込）  目標値 

施設入所者数 継続 80 人 85 人 80 人 
地域生活移行者数 継続 1 人 0 人  3 人 
施設入所者の増減数 継続 ＋2 人 0 人 - 5 人 
県外入所施設から 県内入所施

設への移行者数 
新規  0 人 2 人 

 
 〇 本市の令和 4 年( 2022 年)度末の施設入所者数は 85 人でした。 毎年退所者はいるものの地域

移行ではあり ません。また待機者の入所により入所者の削減には至っていません。入居者の

重症化、 高齢化が進む中、 地域生活移行は難しい状況にあり ます。  
国は施設入所者の地域移行を推進していますが、 施設入所者の重度化、 高齢化により 、 在宅 
生活支援を行う 家族の不在、 長期入所によるＱＯＬ （ 生活の質） の維持、 受け皿が整備され 
ていない中で既存の資源活用だけでは不十分であり 地域移行は難しい状況にあり ます。  

   施設入所者の状況把握に努め、 自宅やグループホーム等への地域移行の可能性について検 
   証し、福祉サービスの機能強化や柔軟に受け入れられる体制づく り 、地域移行を進めていき  

ます。  
 
  

●地域移行者数： 令和 4年( 2022年)度末施設入所者数の６ ％以上 
●入所者数： 令和 4 年( 2022 年)度末の５ ％以上削減 

２  
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（ ２ ） 精神障
せいしんし ょ う

がいにも対応
たいおう

した地域
ち い き

包括
ほう かつ

ケアシステムの構築
こう ちく

 

●精神障がいのある人のサービス利用者数 
表 5- 2 本市の実績と目標値： 精神障がいのある人のサービス利用者数 

 第６ 期計画 
（ 令和 5年( 2023 年)度）  

第７ 期計画 
（ 令和 8年( 2026 年)度）  

目標値 実績値 
（ 見込）  

目標値 

地域移行支援の利用者数 継続 1 人 0 人 1 人 
地域定着支援の利用者数 継続 1 人 0 人 1 人 
共同生活援助の利用者数 継続 25 人 16 人 25 人 
自立生活援助の利用者数 継続 5 人 0 人 5 人 
自立訓練( 生活訓練) の利用

者数 
新規  10 人 15 人 

 
●保健、 医療、 福祉関係者による協議の場 
表 5- 3 本市の実績と目標値： 保健、 医療、 福祉関係者による協議の場 

 第６ 期計画 
（ 令和 5年( 2023 年)度）  

第７ 期計画 
（ 令和 8年( 2026 年)度）  

目標値 実績値 
（ 見込）  

目標値 

協議の場の設置 継続 
甲賀圏域で  
1 箇所設置 

甲賀圏域で  
1 箇所設置 

甲賀圏域で  
１ 箇所設置 

開催回数 継続 1 回 2 回 2 回 
参加人数 継続 20 人 8 人 20 人 

 

保健 継続 2 人 2 人 2 人 
医療（ 精神科）  継続 1 人 2 人 3 人 
医療（ 精神科以外の医療機

関）  
継続 

1 人 0 人 1 人 

福祉 継続 10 人 0 人 8 人 
介護 継続 2 人 0 人 2 人 
当事者 継続 2 人 2 人 2 人 
家族 継続 2 人 2 人 2 人 

目標設定及び評価の実施回数 継続 1 回 1 回 1 回 
 
〇 精神障がいのある人のサービス利用は増加傾向にあります。  
  協議の場については、 甲賀地域障害児・ 者サービス調整会議を活用し、 圏域で１ 箇所設置し

ました。  
  保健・ 医療の関係機関や専門職との連携や専門的な研修等に参加していきます。  
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（ ３ ） 地域
ち い き

生活
せいかつ

支援
し え ん

の充 実
じ ゅう じつ

 

【 国が定める目標値】  
 
 
 
 
 
  

【 本市の実績と目標値】  
表 5- 4 本市の実績と目標値 

 第６ 期計画 
（ 令和 5年( 2023 年)度）  

第７ 期計画 
（ 令和 8年( 2026 年)度）  

目標値 
実績値 
（ 見込）  目標値 

地域生活支援拠点等の設置箇

所数（ 圏域）  
継続  4 箇所 4 箇所 

コーディ ネーター（ 拠点マネ

ージャー） の配置人数 
追加  4 人 4 人 

地域生活支援拠点等の登録事

業者数 
追加  35 箇所 40 箇所 

支援の実績等を踏まえた運用

状況の検証・ 検討の実施回数 
追加  12 回 12 回 

強度行動障がい者の支援ニー

ズの把握と支援体制の整備 
新規  未整備 整備済み 

 
〇 障がいのある人の高齢化、 重度化、 親亡き後を見据え、 甲賀圏域の既存の事業所の体制を

活かし、 相談、 緊急時の受入れ体制、 体験の場、 人材育成、 地域づく りの 5 つの機能を強
化するため令和 2 年( 2020 年)度に「 面的整備型」 の地域生活支援拠点等の整備を行いまし
た。  

 〇 甲賀市では、 特定の事業所による集中支援ではなく 、 地域の事業者が機能を分担して、
様々な支援を切れ目なく 提供できる仕組みを 4つの委託相談支援センターを中心に推進し
していきます。  

   また、 住み慣れた地域での暮らしを推進するために、 圏域を活用した面的体制と市内地域
の実情に合わせた支援体制の検討を進めます。  

〇 健康状態等の急変や、 日常生活を支えている家族等に何かあったときなど、 24 時間・ 緊急
時の対応ができる体制づく り を進めます。  
  緊急時のマネジメ ント を行う ための相談支援体制の充実  
  緊急時に分担して支援を担えるよう な協力体制の構築（ 所属を超えた連携強化）  
  緊急時の受け皿となる社会資源の充実（ 短期入所やナイト ケアだけでなく 、 通所施設や  
グループホームなどの活用方法を模索）   

  既存のサービスの活用に加え、 障害福祉サービス事業所職員の人的支援（ 市単独補助）  
を行い、 緊急時支援や受入れ体制の整備を行います。  

〇 一人暮らしやグループホームなど地域生活に移行するための体験の場の創出を検討しま
す。  

〇 これらの新たな支援を行う 福祉人材確保に向けた取り組みを進めます。  

●各市町村において地域生活支援拠点等を整備するとともに、 コーディ ネーターの配置など

による効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、 また、 年 1回以上、 支援の

実績等を踏まえ運用状況の検証・ 検討を行う こと  
●強度行動がいを有する者に関し、 各市町村又は圏域において支援ニーズを把握し、 支援体

制の整備を進めること 【 新規】  
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（ ４ ） 福祉
ふ く し

施設
し せ つ

から一般
いっぱん

就 労
し ゅう ろう

への移行
い こ う

等
と う

 

 
【 国が定める目標値】  

 
 
 
 

【 本市の実績と目標値】  
表 5- 5 本市の実績と目標値 

 第６ 期計画 
（ 令和 5年( 2023 年)度）  

第７ 期計画 
（ 令和 8年( 2026 年)度）  

目標値 
実績値 
（ 見込）  

目標値 

一般就労への移行者数 継続 10 人以上 4 人 20 人以上 

 
就労移行支援事業 

継続 
7 人 2 人 10 人 

就労継続支援Ａ 型 2 人 2 人 8 人 
就労継続支援Ｂ型 1 人 0 人 2 人 

就労定着支援事業の利用者数 追加  5 人 10 人 
地域就労支援ネッ ト ワーク強

化、 雇用・ 福祉等の関係機関

が連携した支援体制構築推進

のための協議会（ 就労部会）

開催回数 

新規  2 回 2 回 

 
 〇 本市の令和 3 年( 2021 年)度の一般就労移行者数は 6 人、就労定着支援事業の利用者数は 4人 

でした。  
福祉施設から一般就労への流れを促進するためには、労働施策だけではなく 福祉施策として  
の就労移行支援事業が大きな役割を果たしています。  

   令和 6 年( 2024年) 4 月には民間企業の法定雇用率が 2. 5％(変更前 2. 3％)に引き上げられ、  
対象となる事業主の範囲も従業員 40. 0 人(変更前 43. 5 人)以上に拡大されることから、 一般 
就労に向けた取り 組み強化が重要です。  

   国が定める目標数値を設定し 、一般企業の就労の推進を進めていく と ともに、就労定着でき  
るよう 余暇の過ごしや緊急時の相談体制の整備についても進めていきます。  

 
 
 
 
 

●一般就労への移行者数： 令和 3年( 2021 年)度実績の 1. 28 倍以上 
●就労定着支援事業の利用者数： 令和 3年( 2021年)度末実績の 1. 41 倍以上 



91 

（ ５ ） 障
し ょ う

がい児
じ

支援
し え ん

の提 供
ていきょ う

体制
たいせい

の整備
せ い び

等
と う

 

 
【 国が定める目標値】  

 
 

 
 
 
 

【 本市の実績と目標値】  
表 5- 6 本市の実績と目標値 

 第６ 期計画 
（ 令和 5年( 2023 年)度）  

第７ 期計画 
（ 令和 8年( 2026 年)度）  

目標値 
実績値 
（ 見込）  目標値 

児童発達支援センターの設置 継続 1 箇所 1 箇所 １ 箇所 
保育所等訪問支援事業所 追加  1 箇所 1 箇所 
重症心身障がい児を支援する

児童発達支援事業所 
継続 1 箇所 1 箇所 １ 箇所 

 
 〇 本市の児童発達支援センターについては、国の指針に基づき令和 3年( 2021年) 4 月に開所し  

ました。  
重症心身障がい児対応の放課後等デイサービス事業所は、 平成 31年( 2019 年) 4 月から開所 
し 、 医療的ケアが必要な児童の受け入れも行っています。  
医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置については、甲賀地域障害児・ 者サー 
ビス調整会議の重症心身障害児・ 者対策部会に位置づけ、 推進・ 検討していきます。  

 

発達障
はったつし ょ う

がい者
し ゃ

等
と う

に対
たい

する支援
し え ん

 

 
【 本市の実績と目標値】  
表 5- 7 本市の実績と目標値 

 第６ 期計画 
（ 令和 5年( 2023 年)度）  

第７ 期計画 
（ 令和 8年( 2026 年)度）  

目標値 
実績値 
（ 見込）  目標値 

支援プログラム等の受講者数 継続 年間 30人 年間 3人 年間 30人 
ペアレント メ ンターの人数 継続 年間  3人 年間 1人 年間  5人 
ピアサポート 活動への参加人数  継続 年間  5人 年間 0人 年間 20人 

●児童発達支援センターの設置： 各市町村又は各圏域に 1か所以上 
●全市町村において、 障がい児の地域社会への参加・ 包容の（ インクルージョ ン） 推進体

制の構築 
●重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所等： 各市町村又は圏域に 1 か所以上 
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〇 ペアレント ト レーニングは、 親の養育スキルの向上やスト レスの軽減、 こどもの社会適応 
能力の獲得、 問題行動の改善に期待ができます。  

   本市においても発達障がいのある児童の保護者学習会を行っており 、保護者の発達障がいへ

の理解促進、 育児への指導助言を行う ことで家庭児童支援の充実に努めています。 また、 実

際に発達障がいのある児童を育児しているペアレント メ ンターの育成、同じ悩みを持つ本人

同士や発達障がい児を持つ保護者同士等が支えあう ピアサポート にも活動を広げていく よ

う 努めていきます。  
       
   ※・ ペアレント ト レーニング 

    子育てにスト レスや悩みを抱えている親子を支援する方法 
 

・ ペアレント プログラム 
親がこどもの問題行動のパターンや心理を理解・ 分析し 、 適切な対応を取ることに 
よって問題行動を減らすことができるという 親子の対処プログラム 
 

・ ペアレント メ ンター 
       自らも発達障がいのある子育てを経験し 、 かつ相談支援に関する一定のト レーニン  

グを受けた親 
 

・ ピアサポート  
       同じよう な立場の人によるサポート  
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（ ６ ） 相談
そう だん

支援
し え ん

体制
たいせい

の充 実
じ ゅう じつ

・ 強化
きょ う か

等
と う

 

 
【 国が定める目標値】  

 
 
 
 

【 本市の実績と目標値】  
表 5- 8 本市の実績と目標値 

 第６ 期計画 
（ 令和 5年( 2023 年)度）  

第７ 期計画 
（ 令和 8年

( 2026 年)度）  

目標値 
実績値 
（ 見込）  

目標値 

基幹相談支援センター設置の有無 新規  有 有 

基幹相談支

援センター

による地域

の相談支援

体制の強化 

地域の相談支援事業所

に対する訪問等による

専門的な指導・ 助言件数 
継続 

約 250 件 
（ 圏域）  

331 件 
（ 圏域）  

約 350 件 
（ 圏域）  

地域の相談支援事業所

の人材育成支援件数 
継続 

研修会 20回 
（ 圏域）  

研修会 9回 
（ 圏域）  

研修会 20回 
（ 圏域）  

地域の相談機関と の連

携強化の取り 組みの実

施回数 
継続  5 回 9 回 10 回 

個別事例の支援内容の

検証の実施回数 
新規  100 回 100 回 

主任相談支援専門員の

配置数 
新規  1 人 1 人 

自立支援協

議会におけ

る 個別事例

の検討を 通

じ た地域の

サービ ス基

盤の開発・ 改

善 

相談支援事業

所の参画によ

る事例検討 

実施回

数 

新規 

 6 回 6 回 

参加事

業者・

機関数 

 180 延件 180 延件 

専門部会 
設置数  7 部会 7 部会 

実施回

数 
 21 回 21 回 

 
〇 相談支援専門員が業務に専念できる体制づく り 、 また、 より 専門的な支援について、 関係機 

関と連携し個別ニーズに対応した体制づく り に努めます。  

●各市町村において、 基幹相談支援センターを設置等 
●協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・ 改善等【 新規】  
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（ ７ ） 障 害
し ょ う がい

福祉
ふ く し

サービス等
と う

の質
しつ

の向 上
こう じ ょ う

を図
はか

るための取
と

り 組
く

みに係
かか

る体制
たいせい

の構築
こう ちく

 

 
【 国が定める目標値】  

 
 
 

【 本市の実績と目標値】  
表 5- 9 本市の実績と目標値 

 第６ 期計画 
（ 令和 5年( 2023 年)度）  

第７ 期計画 
（ 令和 8年( 2026 年)度）  

目標値 
実績値 
（ 見込）  

目標値 

地域の相談支援事業者に対す

る 訪問等による専門的な指

導・ 助言件 
追加  

331 件 
（ 圏域）  

約 350 件 

都道府県が実施する障害福祉

サービス等に係る研修の参加

や都道府県が市町村職員に対

して実施する研修の参加人数 

継続 2 人 2 人 4 人 

障害者自立支援審査支払等シ

ステム等での審査結果を分析

し てその結果を活用し 、 事業

所や関係自治体等と 共有する

体制の有無及びそれに基づく

実施回数 

継続 1 回 3 回 3 回 

 
 
〇 県が主催する研修会等に、 情報交換・ 共有、 サービスの質の向上を図るため参加します。  

また、 福祉サービス利用者が年々増加している中、 給付費の審査から、 より 効果的・ 効率的 
な実施のための適正給付に努めます。  

 
 
 
 
 
  

●サービスの質向上のための体制を構築 
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３  障 害
し ょ う がい

福祉
ふ く し

サービス等
と う

の利用
り よ う

見込
み こ

みと確保
か く ほ

方策
ほう さ く

 
 

成果目標の達成のため、国の基準指針に示された活動指標やサービス利用の過年度実績などを

踏まえて、 各障害福祉サービス等の当期見込み量とその確保の方策を示します。  
 

 

図 5- 1 障害者総合支援法等における給付・ 事業 
 
  

自立支援給付
＜国負担１ ／２ ＞

障害者・ 児

地域生活支援事業

＜国補助１ ／２ 以内＞

・ 相談支援
・ 意思疎通支援
・ 日常生活用具　 　 　 　 　 　
・ 移動支援
・ 地域活動支援センター
・ 福祉ホーム　 　 　 　 　 等

・ 広域支援
・ 人材育成　 　 　 　 　 　 等

介護給付

・ 居宅介護
・ 重度訪問介護
・ 同行援護
・ 行動援護
・ 療養介護
・ 生活介護
・ 短期入所
・ 重度障害者等包括支援
・ 施設入所支援

訓練等給付

・ 自立訓練
　 （ 機能訓練・ 生活訓練）
・ 就労移行支援
・ 就労継続支援（ A型・ B型）
・ 就労定着支援
・ 自立生活援助
・ 共同生活援助

自立支援医療

・ 更生医療
・ 育成医療

・ 精神通院医療

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス

相談支援

・ 基本相談支援
・ 地域相談支援
　 （ 地域移行支援・ 地域定着支援）

・ 計画相談支援
　 （ サービス利用支援、

　 　 継続サービス利用支援）

補装具

・ 義肢　 　 ・ 装具
・ 車椅子　 　 　 　 　 等

障害児相談支援

障害児通所支援

・ 児童発達支援
・ 医療型児童発達支援
・ 居宅訪問型児童発達支援
・ 放課後等デイサービス
・ 保育所等訪問支援

障害児入所支援

児童福祉法　 ＜国負担１ ／２ ＞

市　 町　 村

都 道 府 県

支援

３  
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（ １ ） 自立
じ り つ

支援
し え ん

給付
きゅう ふ

の利用
り よ う

見
み

込
こ

みと確保
か く ほ

方策
ほう さ く

 

各年度の福祉サービスや相談支援に関する利用見込み量とその確保のための方策は、 次のと

おり です。  
 

【 介護給付】  
○訪問系サービス  
①居宅介護（ ホームヘルプ）  
≪サービスの説明≫ 
居宅で生活されている人に対し 、 ホームヘルパーが居宅を訪問して、 食事・ 入浴・ 排せつ等の身

体介護や、 調理・ 掃除等の家事援助を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
障害支援区分1以上で、居宅において入浴、排せつ、食事等の介護、調理、洗濯及び掃除等の家事

等の支援が必要な人 
 

②重度訪問介護 
≪サービスの説明≫ 
居宅で生活されている重度の肢体不自由者又は重度の知的・ 精神障がいにより 常に介護を必要と

する人に対し 、 ホームヘルパーが居宅を訪問して、 食事・ 入浴・ 排せつ等の身体介護や、 外出時

における移動支援等を総合的に行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
障害支援区分4以上で一定の要件を満たしている、 重度の肢体不自由者、 重度の知的障がいのあ

る人、 若し く は精神障がいのある人で、 居宅における食事、 排せつ等の介護、 家事、 並びに移動

中の支援等、 総合的に介護が必要な人 
 
③同行援護 
≪サービスの説明≫ 
視覚障がいにより 、移動に著しい困難を有する人に対し 、ガイド ヘルパーが移動に必要な情報の

提供、 移動の援護等の外出支援を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
視覚障がいにより 移動に著しい困難を有する人で、外出時の移動において情報の提供や援護等が

必要な人 
 
④行動援護 
≪サービスの説明≫ 
居宅で生活されている行動上の自己判断能力が制限されている人に対し 、行動するときの危険を

回避するために必要な支援、 外出支援を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
障害支援区分3以上で、 行動上著しい困難を有する知的障がいのある人又は精神障がいのある人

であって、 危険を回避するために必要な援護や、 外出時における移動中の介護、 排せつ、 食事の

介護等、 行動に伴う 支援が必要な人 
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⑤重度障害者等包括支援 
≪サービスの説明≫ 
寝たきりの状態にあるなど介護の必要性がとても高い人に、重度訪問介護など複数のサービスを

包括的に行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
障害支援区分6で常時介護を要する障がいのある人であり 、 意思疎通を図ることに著しい支障が

ある身体、 知的、 精神障がいのある人で、 居宅介護、 重度訪問介護、 同行援護、 行動援護、 生活

介護、 短期入所、 自立訓練、 就労移行支援、 就労継続支援及び共同生活援助のサービスを包括的

に必要とする人 
 
 
【 現状と課題】  
・ 居宅介護、 重度訪問介護の利用はほぼ横ばいの状況にあり 、 同行援護、 行動援護はわずかに利用

者数が増加しています。 一方で、 重度障害者等包括支援は、 計画期間中の利用者があり ません。 
・ 居宅介護では、 医療的ケアを必要とする場合の受け入れの課題や、 今後、 障がいのある人やその

家族の高齢化が進むことにより 、緊急時の受け入れ対応が必要となることから、引き続き人材の

確保が必要です。  
 
 
【 実績と見込み】  
表 5- 10 実績と 見込み： 居宅介護 

居宅介護 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均総利用時間 時間／月 1, 279 1, 187 1, 300 1, 340 1, 380 1, 420 
月平均実利用者数 人／月 106 99 130 134 138 142 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 8 9 9 10 10 10 

 
 
表 5- 11 実績と 見込み： 重度訪問介護 

重度訪問介護 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均総利用時間 時間／月 1 1 2 10 20 30 
月平均実利用者数 人／月 1 1 2 3 4 5 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 3 3 4 4 4 4 
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表 5- 12 実績と 見込み： 同行援護 

同行援護 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均総利用時間 時間／月 236 271 300 345 390 450 
月平均実利用者数 人／月 21 21 20 23 26 30 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 5 6 5 6 6 6 

 
 
表 5- 13 実績と 見込み： 行動援護 

行動援護 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均総利用時間 時間／月 93 139 195 252 260 268 
月平均実利用者数 人／月 13 15 15 21 22 23 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 1 1 1 1 2 2 

 
 
表 5- 14 実績と 見込み： 重度障害者等包括支援 

重度障害者等 
包括支援 単位 

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均総利用時間 時間／月 0 0 0 0 0 0 
月平均実利用者数 人／月 0 0 0 0 0 0 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 0 0 0 0 0 0 

 
 
【 見込み量の確保方策】  
・ 今後も障がいのある人の高齢化が進むことから、居宅介護のニーズは高まることを想定して見込

み量の増加を定めています。  
・ 本市では、 身体障がいのある人がわずかに減少し、 その一方で知的障がい、 精神障がいのある人

が増加している傾向にあり ます。 そのため、 近年、 利用時間が減少した行動援護においても、 今

後その利用者が増えることを想定しています。  
・ 重度障害者等包括支援は、 現在利用者がおらず、 市内にサービスを提供する事業所はあり ません

が、 引き続き、 事業所に対する情報提供により 、 事業所の開拓を図り ます。  
・ サービスを提供する事業所間で、情報交換の場が少ないことへの指摘が多く 、 研修や協議の機会

を設けることを検討します。  
・ 強度行動障がいや医療的ケアを必要とする方を支える訪問系サービスの充実（ 事業所増や人材の

確保） を図り ます。  
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⑥短期入所（ ショ ート ステイ）  
≪サービスの説明≫ 
居宅で介護を行う 者の疾病やその他の理由により 、一時的に、夜間も含め施設や事業所で、食事・

入浴・ 排せつ等の身体介護やその他必要な日常生活の支援を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
障害支援区分1以上で、介護者の病気等により一時的に居宅で介護が受けられなく なり 、短期間、

施設への入所を必要とする人 
 
【 現状と課題】  
・ 介護者の高齢化等、 サービスの重要性が高まってきています。  
・ 知的障がい、 精神障がいの短期入所事業所が不足しています。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 15 実績と 見込み： 短期入所（ 福祉型）（ ショ ート ステイ）  

短期入所（ 福祉型）  
（ ショ ート ステイ）  

単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均総利用件数 件／月 55 87 92 96 103 109 
月平均実利用者数 人／月 9 9 23 25 28 31 
年度末の 
市内の事業所数 

箇所 4 6 6 6 6 7 

 
表 5- 16 実績と 見込み： 短期入所（ 医療型）（ ショ ート ステイ）  

短期入所（ 医療型）  
（ ショ ート ステイ）  

単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均総利用件数 件／月 46 34 34 36 38 40 
月平均実利用者数 人／月 10 8 13 13 13 21 
年度末の 
市内の事業所数 

箇所 1 1 1 1 1 1 

 
【 見込み量の確保方策】  
・ 今後介護者の高齢化等、 夜間や緊急時の受け入れ対応が必要となることも鑑み、 サービスの重要

性が高まってきていることから、 利用者が増加することを見込んでいます。  
・ グループホームと短期入所の多機能型事業所の開設に努めます。  
・ 医療的ケアを必要とする人等も含めて、多様な障がいの特性に対応し、利用者が安心してサービ

スを利用できるよう に、 関係機関との連携体制の構築に努めます。  
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○日中活動系サービス  
①生活介護 
≪サービスの説明≫ 
常時介護を必要とする人に、 日中、 食事・ 入浴・ 排せつ等の身体介護の提供、 生活に関する相談・ 助

言やその他必要な日常生活の支援を行う と と もに創作的活動又は生産活動の機会の提供やその他身

体機能又は生活能力の向上のために必要な支援を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
地域や入所施設において、 安定した生活を営むため、 常時介護等の支援が必要な人 
１ ． 障害支援区分3以上（ 施設へ入所する場合は区分4以上）  
２ ． 年齢が50歳以上の場合は、 障害支援区分2以上（ 施設へ入所する場合は区分3以上）  

 
②療養介護 
≪サービスの説明≫ 
医療的ケアと常時介護を必要とする人に、 医療機関で機能訓練、 療養上の管理、 看護、 介護や日常生

活の支援を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
病院等への長期の入院による医療的ケアを要する人で、Ａ Ｌ Ｓ 患者等気管切開を伴う 人工呼吸器によ

る呼吸管理を行っている障害支援区分6の人、 あるいは筋ジスト ロフィ ー患者・ 重症心身障がいのあ

る人で障害支援区分5以上の人 
 
【 現状と課題】  
・ 高齢化等による重症化などにも対応できる体制づく りが必要です。  
・ 強度行動障がいのある方への対応等、 需要は高まり 続けています。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 17 実績と 見込み： 生活介護 

生活介護 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均延利用件数 件／月 4, 133 3, 833 3, 820 3, 910 4, 000 4, 100 
月平均実利用者数 人／月 231 213 210 220 230 240 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 8 8 8 9 9 10 

基準該当サービス生活介

護事業所数 箇所 2 2 2 2 2 3 

※ 基準該当サービス生活介護事業所： 介護保険の通所施設を利用し 、 障がいの生活介護を行う 事業所

で市の指定を受けた事業所のこと 。  
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表 5- 18 実績と 見込み： 療養介護 

療養介護 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均実利用者数 人／月 17 17 17 18  18  18  
年度末の 
市内の事業所数 箇所 1 1 1 1 1 1 

 
【 見込み量の確保方策】  
・ 常時介護を必要とする人が、 本人の意思に基づき、 地域での生活を送ることができるよう に、 引

き続きサービスの提供が必要であり 、今後も利用者が増加することを想定して見込み量を定めて

います。  
・ 強度行動障がいの対象者が増加傾向にあり 、 活動場所の確保に努めます。  
・ 療養介護については、 今後も一定の利用ニーズが生じると見込んでいます。  
 
○居住系サービス  
①施設入所支援 
≪サービスの説明≫ 
施設入所する人に、 夜間や休日における食事・ 入浴・ 排せつ等の身体介護、 生活に関する相談・ 助言

やその他必要な日常の生活の支援を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
１ ． 生活介護利用者で、 障害支援区分4以上の人（ 50歳以上の場合は、 区分3以上）  
２ ． 自立訓練又は就労移行支援利用者のう ち、 地域の社会資源の状況等により 、 通所が困難な人 

 
【 現状と課題】  
・ 国は引き続き、施設入所者の地域移行を推進していますが、現在の施設入所者が既に高齢であり 、

在宅生活を支援する家族の不在等により 、 地域移行が難しい状況にあります。  
・ 令和4年( 2022年)度末時点で、 施設入所の待機者として、 身体障がい者15人、 知的障がい者5人、

重度心身障がい者が5人います。  
・ 高齢化や障がいの重度化により 、医療的ケアを必要とする利用者が増加しており 、 その対応にあ

たる看護師や職員の配置・ 確保が困難となっているため、人材の確保への支援が求められていま

す。  
  
【 実績と見込み】  
表 5- 19 実績と 見込み： 施設入所支援 

施設入所支援 単位 

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均実利用者数 人／月 86 80 84 83 82 80 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 3 3 3 3 3 3 
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【 見込み量の確保方策】  
・ 施設入所支援は国が目標として入所者数の削減を定めており ますが、現在の入所者数を維持する

ことを見込み量として定め、事業所定員の空き状況を把握し 、必要な人が利用できるよう 努めて

いきます。  
・ 施設入所者の状況把握に努め、自宅やグループホーム等への地域移行の可能性について甲賀地域

障害者自立支援協議会（ 甲賀地域障害児・ 者サービス調整会議） 等において検証していきます。 
 
【 訓練等給付】  
○日中活動系サービス  
①自立訓練（ 機能訓練）  
≪サービスの説明≫ 
地域において自立した日常生活又は社会生活ができるよう 、一定期間、身体機能又は生活能力の維持

向上などのために理学療法、 作業療法、 その他必要なリハビリ テーショ ン、 生活に関する相談・ 助言

やその他必要な支援を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
地域で生活するため、 身体機能・ 生活能力の維持・ 向上等、 一定の支援が必要な身体に障がいのある

人 
 
 
②自立訓練（ 生活訓練）  
≪サービスの説明≫ 
地域において自立した日常生活又は社会生活ができるよう 、一定期間、生活能力の維持向上等のため

に食事・ 入浴・ 排せつ等に関する必要な訓練、 生活に関する相談・ 助言やその他必要な支援を行いま

す。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
地域で生活するため、 生活能力の維持・ 向上等、 一定の支援が必要な知的障がいのある人・ 精神障が

いのある人 
 
 
③就労移行支援 
≪サービスの説明≫ 
就労を希望する65歳未満の障がいのある人であって、通常の事業所に雇用さ れることが可能と見込ま

れる者につき、 生産活動、 職場体験その他の活動の機会の提供、 その他の就労に必要な知識及び能力

の向上のために必要な訓練、 求職活動に関する支援、 その適性に応じた職場の開拓、 就職後における

職場への定着のために必要な相談、 その他の必要な支援を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 次のいずれかに該当する人 
１ ． 一般就労を希望する人で、 単独では就労困難なため就労に必要な支援が必要な65歳未満の人 
２ ． あん摩マッ サージ指圧師免許、 はり 師免許又はきゅう 師免許を取得することにより 、 就労を希望

する人 
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④就労定着支援 
≪サービスの説明≫ 
障がいのある人との相談を通じて生活面の課題を把握するとと もに、企業や関係機関等との連絡調整

やそれに伴う 課題解決に向けて必要となる支援を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障がいのある人、就労に伴う 環境変化により生活面

の課題が生じている人 
 
 

⑤就労継続支援Ａ 型 
≪サービスの説明≫ 
企業等に就労することが困難な者のう ち、 雇用契約に基づき、 継続的に就労することが可能な65歳未

満の下記の対象者に対し 、 生産活動その他の活動の機会の提供、その他の就労に必要な知識及び能力

の向上のために必要な訓練、 その他の必要な支援を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 次のいずれかに該当する人 
雇用契約に基づく 就労が可能な65歳未満の人で、  
１ ． 就労移行支援を利用し た後、 又は特別支援学校を卒業後、 就職活動を行ったが企業等の雇用に結

びつかなかった人 
２ ． 就労経験があり 、 現に雇用関係がない人 

 
 

⑥就労継続支援Ｂ型 
≪サービスの説明≫ 
通常の事業所に雇用されることが困難な障がいのある人のう ち、その年齢、 心身の状態その他の事情

により 、 引き続き雇用されることが困難となった者について、 生産活動その他の活動の機会の提供、

その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練、 その他の必要な支援を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 次のいずれかに該当する人 
１ ． 就労経験があり 、 年齢や体力面で雇用されることが困難となった人 
２ ． 就労移行支援事業者等によるアセスメ ント により 、 Ｂ型の利用が適当と判断さ れた人 
３ ． 50 歳に達し ている方、 又は障害基礎年金 1 級受給者 
４ ． 入所中で市町が適当とした人 

 
 

⑦就労選択支援【 新規】  
≪サービスの説明≫ 
就労系障害福祉サービスや一般就労につなげるために、ハローワークや市町村などの関係機関と連携

して、 障がい者の希望や能力に合った仕事を探す支援を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 次のいずれかに該当する人 
１ ． 障害者手帳を持っているか、 障害者手帳の交付を受ける見込みがある人 
２ ． 就労系障害福祉サービス（ 就労継続支援 A型・ B型、 就労移行支援、 就労定着支援、 共同生活援

助など） を利用する意向がある人 
３ ． 一般就労に向けて、 自分の希望や能力に合った仕事を探したい人 
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【 現状と課題】  
・ 自立訓練、 就労移行支援事業、 就労継続支援Ａ 型とも利用は増加しています。  
・ 平成23年( 2011年)度から始まった「 福祉事業所合同説明会（ 以下、 説明会） 」 は、 進路指導を行

う 上で欠かせない過程の一つと し て定着し ています。 今年度は特別支援学校の保護者や関係者

200名弱の参加があり 、参加者アンケート から「 進路選択の拡がり 」 や「 通所事業所の理念・ 活動

の理解」 などに繋がっていることが伺えました。 その一方で、 希望の進路先が「 定員超過」 「 送

迎課題」 などによって利用できないという ケースもあり ます。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 20 実績と 見込み： 自立訓練（ 機能訓練）  

自立訓練 
（ 機能訓練）  

単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均延利用件数 件／月 9 20 23 23 23 23 
月平均実利用者数 人／月 1 1 1 1 1 1 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 0 0 0 0 0 0 

 
表 5- 21 実績と 見込み： 自立訓練（ 生活訓練）  

自立訓練 
（ 生活訓練）  

単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均延利用件数 件／月 95 135 140 140 140 140 
月平均実利用者数 人／月 12 14 14 14 14 14 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 1 1 1 1 1 1 

 
表 5- 22 実績と 見込み： 就労移行支援 

就労移行支援 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均延利用件数 件／月 233 258 300 350 400 440 
月平均実利用者数 人／月 14 18 27 30 33 36 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 2 3 2 3 3 3 

年間実利用人数 人／年 25 42 42 45 48 51 
 
表 5- 23 実績と 見込み： 就労定着支援 

就労定着支援 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

実利用者数 人／年 4 5 5 6 7 8 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 0 0 0 0 1 1 
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表 5- 24 実績と 見込み： 就労継続支援 A型 

就労継続支援Ａ 型 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均延利用件数 件／月 1, 487 1, 550 1, 600 1, 740 1, 780 1, 820 
月平均実利用者数 人／月 78 80 80 87 89 91 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 4 5 5 5 6 6 

 
表 5- 25 実績と 見込み： 就労継続支援 B型 

就労継続支援Ｂ型 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均延利用件数 件／月 4, 443 4, 049 4, 100 4, 223 4, 350 4, 480 
月平均実利用者数 人／月 269 251 250 260 268 276 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 13 13 14 14 14 14 

 
表 5- 26 実績と 見込み： 就労選択支援 

就労選択支援 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均延利用件数 件／月     15 15 
月平均実利用者数 人／月     5 5 
年度末の 
市内の事業所数 箇所     0 1 

 
【 見込み量の確保方策】  
・ 自立訓練は、 今後も一定のニーズがあることを見込むとともに、訓練を必要とする障がいのある

人が必要なサービスを利用できるよう 、サービス事業所への情報提供とサービスの調整を行いま

す。  
・ 就労移行支援は、 利用が増加傾向にあり 、 就労継続支援においても知的障がいのある人や精神障

がいのある人の人数の増加に合わせた利用増を見込んでいます。  
・ 障がいのある人の就労意欲を醸成し 、 就労移行支援や就労継続支援による福祉的就労の質・ 量両

面での充実を図り ながら、 一般就労への移行を促進します。  
・ 引き続き、 市内の一般企業に対し 、 「 障がい理解の促進」 と して「 出会う 」 機会の創出とその評

価の見直しを求める啓発活動を行い、障がいのある人の様々な働きたい想いに応えるために、多

様な働く 場の創出に努めます。  
・ 行動点数が高い方の進路希望が叶えられるよう 、 必要な環境整備や人材の確保に努めます。  
・ 就労をされた方々を支える福祉側の支え手の確保に努めます。  
・ 甲賀地域障害者自立支援協議会（ 甲賀地域障害児・ 者サービス調整会議） での協議結果として課

題が抽出されたものを解決するための具体的な取り 組みを進めていきます。  
・ 知的障がいを伴わない発達特性を持つ方の就労支援に努めます。  
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○居住系サービス  
①共同生活援助（ グループホーム）  
≪サービスの説明≫ 
地域で共同生活を営むのに支障のない障がいのある人を対象に、主として夜間において、共同生

活を営むべき住居において相談その他の日常生活上の援助を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
身体障がいのある人（ 65歳未満の者又は65歳に達する日の前日までに障害福祉サービス若し く

は、 これに準ずるものを利用したことがある者に限る） 、 知的障がいのある人及び精神障がいの

ある人 
 
②自立生活援助 
≪サービスの説明≫ 
入所施設やグループホーム等を利用していた一人暮らしを希望する障がいのある人等を対象に、

居宅における自立した生活を送るう えでの困りごとについて、定期的な訪問、又は随時連絡を受

けて訪問し 、相談に応じ、必要な情報の提供や助言、関係機関との連絡調整等の援助を行います。 
 
≪サービス利用対象者≫ 
障がい者支援施設やグループホーム等を利用し ていた障がいのある人で一人暮らしを希望する

人等（ 既に地域で一人暮らしをしていて支援が必要な人、 障がい、 疾病などのある家族と同居し

ていて一人暮らしを希望する人も含む）  
 
【 現状と課題】  
・ 障がいのある人の地域での生活の受け皿となる共同生活援助（ グループホーム） のニーズは高

く 、 今後も利用が増加することが見込まれます。 本市内では、 令和3年( 2021年)度に新たに1箇
所のグループホームを整備し 、 市内の事業所は35箇所となっています。  

・ 平成30年( 2018年)度から創設された自立生活援助は現状においては、 利用者はいません。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 27 実績と 見込み： 共同生活援助（ グループホーム）  

共同生活援助 
（ グループホーム）  

単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

支給決定者数 人／年 117 108 115 115 115 117 
年間実利用者数 人／年 173 171 165 165 168 170 

う ち市内実利用者数 人／年 72 76 72 73 74 75 
定員数 人 192 192 190 193 195 200 
現員者数 人 164 167 162 165 168 170 
年度末の 
市内の事業所数 

箇所 35 35 35 35 35 37 
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表 5- 28 実績と 見込み： 自立生活援助 

自立生活援助 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

年間実利用者数 人／年 0 0 0 0 0 5 
年度末の 
市内の事業所数 

箇所 0 0 0 0 0 1 

 
【 見込み量の確保方策】  
・ 主たる介護者の高齢化に伴う 介護力の低下や在宅高齢障がい者について、リスクのある対象者を

事前に把握し、緊急時対応や自宅で暮らすことが難し く なった場合、自宅以外での暮らしの見通

しについて計画的に備えていきます。  
・ 共同生活援助（ グループホーム） の整備に関しては、 甲賀地域障害者自立支援協議会（ 甲賀地域

障害児・ 者サービス調整会議） 等を通じて、 実情などの把握や協議を進め、 サービス量の確保に

努めます。  
・ 強度行動障がいを持つ人を共同生活援助（ グループホーム） で受け止めるには、 住環境整備はも

ちろんのこと強度行動障がい支援のスキルを持つ職員の配置などが必須となり 、これらの環境整

備を検討します。  
・ 自立生活援助は、 現在、 市内に事業所がなく 、 今後の利用希望に応じて対応を検討します。  
 
 
【 相談支援（ サービス利用計画）】  
①計画相談支援 
≪サービスの説明≫ 
サービス等利用計画についての相談及び作成等の支援が必要と認められる場合に、障がいのある

人の自立した生活を支え、 障がいのある人の抱える課題の解決や適切なサービス利用に向けて、

ケアマネジメ ント によりきめ細かく 支援するものです。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
障害福祉サービスを申請した障がいのある人又は児童 

 
②地域移行支援 
≪サービスの説明≫ 
入所施設や精神科病院等からの退所・ 退院にあたって支援を要する者に対し 、入所施設や精神科

病院等における地域移行の取り 組みと連携しつつ、 地域移行に向けた支援を行う ものです。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
障がい者支援施設等に入所し ている障がいのある人又は精神科病院に入院している精神障がい

のある人（ 1年以上の入院者が原則） 等で、退所・ 退院して地域で生活するにあたり 支援が必要な

人 
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③地域定着支援 
≪サービスの説明≫ 
入所施設や精神科病院から退所・ 退院した者、家族との同居から一人暮らしに移行した者、 地域

生活が不安定な者等に対し 、 地域生活を継続していく ための支援を行う ものです。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
居宅において単身で生活する障がいのある人、 又は居宅において同居している家族等が障がい、

疾病等のため、緊急時等の支援が見込まれない状況にある障がいのある人で、常時の連絡体制の

確保が必要な人 
 
【 現状と課題】  
・ 相談支援機関（ 相談支援事業所、 働き暮らし応援センター、 権利擁護センター等） による相互の

情報交換及び共有、 また相談支援の課題の顕在化や解決に向け取り 組んでいます。  
・ 計画相談支援事業の利用により 、 本人の意向に基づいたサービスや量の検討がなされることで、

適切なサービス利用につながってきています。計画相談支援の利用は年々増加しており 、その一

方で、事業所、人材の不足により一人ひとり の個別的な対応の難しさや相談員の負担の大きさが

課題となっています。  
・ ケース照会の際、 情報量が少ないなど相談支援事業所との連携が課題となっています。  
・ 地域定着支援、 地域移行支援とも現在利用者がいない状況です。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 29 実績と 見込み： 計画相談支援 

計画相談支援 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均実利用者数 人／月 163 158 160 170 180 190 
年度末の 
市内の事業所数 箇所 10 10 10 12 12 12 

 
表 5- 30 実績と 見込み： 相談支援専門員の専任者数 

相談支援専門員の

専任者数 
単位 

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

専任者数 人／年 6 8 8 10 10 10 
年度末の 
市内の事業所数 

箇所 10 10 10 12 12 12 
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表 5- 31 実績と 見込み： 地域移行支援 

地域移行支援 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

年間実利用者数 人／年 0 0 0 1 1 1 
年度末の 
市内の事業所数 

箇所 3 3 3 4 4 4 

 
表 5- 32 実績と 見込み： 地域定着支援 

地域定着支援 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

年間実利用者数 人／年 0 0 1 1 1 1 
年度末の 
市内の事業所数 

箇所 1 1 1 2 2 2 

 
【 見込み量の確保方策】  
・ 計画相談支援は、今後も障がいのある人の増加に伴い、 サービス利用者が増加することを見込ん

でいます。  
・ 相談支援専門員の増加に向けて、引き続き、 相談支援専門員養成研修の受講を事業所に働きかけ

るとともに、指定特定相談支援事業所の新規開設に向けて、未開設法人に対し 、働きかけを行い、

相談支援に従事する人材の確保に努めます。  
・ 委託相談支援が本来業務に集中できる体制づく り に努めます。  
・ 初期相談の段階で適切にニーズ整理とアセスメ ント を実施して、 引継ぎ等を行う よう に、 市のケ

ースワークの充実・ 強化を図り ます。  
・ 利用者の自己実現、 自己選択を原則とし 、 「 制度・ サービスに利用者が合わせていく 」 のではな

く 、 「 利用者に制度・ サービスが合わせていく 」 ことを念頭に、 個々が置かれている状況を勘案

したサービス支給量の提供に努めます。  
・ 障がい児のセルフプランの方が増えてきており 、 対策を検討していきます。  
≪参考≫： 障害児相談支援事業 令和4年度セルフプラン率 13. 2％ 

・ 地域移行支援及び地域定着支援は、 今後、 一定のニーズがあることを見込みます。  
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地域生活支援事業は、 障がいのある人が、 自立した日常生活又は社会生活を営むことができる

よう 、 地域の特性や利用者の状況に応じ、 柔軟な形態により 事業を効果的・ 効率的に実施する事

業です。  
 
①理解促進研修・ 啓発事業 
≪サービスの説明≫ 
障がいのある人が日常生活及び社会生活をするう えで生じる「 社会的障壁」 をなく すため、 地域

の住民に対して、障がいのある人に対する理解を深めるための研修会やイベント の開催、啓発活

動等を行います。  
 
【 現状と課題】  
・ 障がいのある人への理解を深める研修会及びイベント 、ホームページ等による啓発を行っていま

す。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 33 実績と 見込み： 理解促進・ 啓発事業 

理解促進・ 啓発事業 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

実施の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 
 
【 見込み量の確保方策】  
・ 今後も引き続き、 理解促進・ 啓発事業を継続します。  
・ 市の広報紙やホームページで関連記事の記載など障がい理解の啓発を継続していきます。  
 
②自発的活動支援事業 
≪サービスの説明≫ 
障がいのある人、その家族、地域住民等が地域において自発的に行う 活動（ ボランティ ア活動等）

を支援します。  
 
【 現状と課題】  
・ 障がい者団体や家族会が自主的に取り組む活動を支援しています。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 34 実績と 見込み： 自発的活動支援事業 

自発的活動支援事業 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

実施の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 
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【 見込み量の確保方策】  
・ 障がいのある人の団体や家族会の取り組みに対し 、 活動補助を継続的に行っていきます。  
 
③相談支援事業 
≪サービスの説明≫ 
障がいのある人、 その保護者、 介護者等からの相談に応じ 、 必要な情報の提供や権利擁護のため

の援助を行い、 自立した生活ができるよう 支援します。  
 
【 現状と課題】  
・ 障害者相談支援事業は、 甲賀圏域で4箇所（ 市内2法人、 市外2法人） に委託して実施しています

が、 計画相談支援と併設して実施しているため、 業務過多の状況が継続しています。  
 そのため、 新規の相談の対応が十分にできない現状があり ます。  
・ 基幹相談支援センターにおいて、新規事業所のフォローアッ プ体制の確保や相談支援専門員の人

材育成やバッ クアッ プ支援等を行っています。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 35 実績と 見込み： 障害者相談支援事業 

障害者相談支援事業 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

設置数（ 圏域実施数）  4 4 4 4 4 4 
設置数（ 市単独実施数）  0 2 2 2 2 2 

 
表 5- 36 実績と 見込み： 基幹相談支援センター 

基幹相談支援センター 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

設置数（ 圏域実施数）  1 1 1 1 1 1 
 
表 5- 37 実績と 見込み： 市町村相談支援機能強化事業 

市町村相談支援機能強化事業 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

設置数（ 圏域実施数）  1 1 1 1 1 1 
 
表 5- 38 実績と 見込み： 住居入居等支援事業（ 居住サポート 事業）  

住居入居等支援事業 
（ 居住サポート 事業）  

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  
令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

設置数（ 圏域実施数）  1 1 1 1 1 1 
※圏域： 甲賀圏域（ 甲賀市・ 湖南市）  
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【 見込み量の確保方策】  
・ 本市では、 湖南市との圏域事業として、 社会福祉法人等に委託して実施します。  
・ 相談支援事業所の委託事業所の増設を進めます。  
・ 指定相談支援事業所の新規参入を進め、 計画相談支援事業を併設している相談支援事業所から、

計画的なケース移管を基幹相談支援センターと連携し進め、相談支援事業所の受入れ体制の確保

を進めます。  
・ 障がいのある高齢者の支援について、 介護分野の支援者との交流の機会を確保していく ために、

甲賀地域障害者自立支援協議会（ 甲賀地域障害児・ 者サービス調整会議）等と連携していきます。  
・ 居住サポート 事業は引き続き実施し 、 事業の充実を図ります。  
 
④成年後見制度利用支援事業 
≪サービスの説明≫ 
障害福祉サービスを利用し 、又は利用しよう とする知的障がいのある人又は精神障がいのある人

に対して、 成年後見制度の利用の支援を行います。  
 
【 現状と課題】  
・ 成年後見制度は近年わずかに利用が伸びており 、 今後も制度の周知・ 啓発を行う ことにより 、 制

度利用が進むことが見込まれます。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 39 実績と 見込み： 成年後見制度利用支援事業 

成年後見制度 
利用支援事業 

単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

実利用者数 人／年 6 12 14 16 18 20 
 
【 見込み量の確保方策】  
・ 成年後見制度を利用することが有用であると認められる知的障がいのある人又は精神障がいのあ

る人に対し 、 利用しやすい体制を整備しています。  
 
⑤成年後見制度法人後見支援事業  
≪サービスの説明≫ 
成年後見制度における法人後見活動の安定的な実施のための組織体制の構築、専門職による支援

体制の構築等を行います。  
 
【 現状と課題】  
・ 甲賀・ 湖南権利擁護支援センター（ NPO法人ぱんじー） が、制度に関する相談や活用の支援を行っ

ています。 成年後見制度を利用して、 判断能力が十分でなく なった人が、 その人らし く 安心して

暮らせるよう に、 本人の権利を守り 、 生活を支援しています。  
・ 制度の啓発・ 周知を進めることで、 今後の利用者が増加することが見込まれるため、 人材の確保

についての検討が必要です。  
・ 甲賀圏域の後見の受任者が不足しており 、 市民後見の活用についての協議が必要です。  
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【 実績と見込み】  
表 5- 40 実績と 見込み： 成年後見制度法人後見支援事業 

成年後見制度法人後見

支援事業 

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

設置数（ 圏域実施数）  1 1 1 1 1 1 
※圏域： 甲賀圏域（ 甲賀市・ 湖南市）  

【 見込み量の確保方策】  
・ 第２ 次甲賀市地域福祉計画と整合を図り ながら取り 組みを進めます。  
・ 今後増加が見込まれる相談等に対応できるよう 、 人員体制の確保・ 充実に努めます。  
・ 後見の受任者不足を解消するため、 市民後見人の育成に努めます。  
 
⑥意思疎通支援事業 
≪サービスの説明≫ 
聴覚、 言語機能、 音声機能、 視覚その他の障がいのため、 意思疎通を図ることに支障がある人と

その他の者との意思疎通を支援するため、手話通訳者又は要約筆記者を派遣し 、円滑なコミ ュニ

ケーショ ンを図ることにより 、 自立と社会参加の促進を行います。  
 
【 現状と課題】  
・ 近年、 利用件数がやや減少しています。  
・ 市の窓口に手話通訳者を2名配置しています。  
・ 市が取り 組む、 講演やイベント 等において手話通訳や要約筆記を行う 人を派遣しています。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 41 実績と 見込み： 手話通訳者・ 要約筆記者派遣事業 

手話通訳者・ 要約

筆記者派遣事業 
単位 

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

実利用件数 件／年 300 319 300 400 400 400 
 
表 5- 42 実績と 見込み： 手話通訳者設置事業 

手話通訳者 
設置事業 

単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

実設置者数 人 2 2 2 3 3 3 
 
【 見込み量の確保方策】  
・ 身体障がいのある人はやや減少傾向にあり ますが、 今後も社会参加を促すにあたり 、 コミ ュニケ

ーショ ンは重要であることから、 これまでと同程度のニーズがあることを見込みます。  
・ 緊急時にも対応ができるよう 、 人員体制の確保・ 充実に努めます。  
・ 市単独の手話通訳者の登録派遣制度を活用し、 一層の確保に努めます。  
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⑦日常生活用具給付等事業 
≪サービスの説明≫ 
重度障がいのある人に対し 、 自立生活支援用具等の日常生活用具の給付を行います。  

 
【 現状と課題】  
・ すべての用具において大きな増減はなく 、 ほぼ横ばい状態となっています。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 43 実績と 見込み： 給付等件数 

給付等件数 単位 

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  
令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

介護・ 訓練支援 
用具 

件／年 2 2 4 4 4 4 

自立生活支援用具 件／年 2 15 15 15 16 17 
在宅療養等支援 
用具 

件／年 5 8 15 20 21 23 

情報・ 意思疎通支援

用具 
件／年 48 41 50 55 57 60 

排泄管理支援用具 件／年 2, 044 1, 961 2, 000 2, 010 2, 010 2, 010 
居宅生活動作補助

用具 
件／年 0 0 1 1 1 1 

 
【 見込み量の確保方策】  
・ 身体状況に合わせた適切な日常生活用具の選定と給付ができるよう に努めます。  
・ 身体障害者手帳交付時等、 日常生活用具に関する情報提供を行い利用の促進に努めます。  
 
⑧手話奉仕員養成研修事業 
≪サービスの説明≫ 
聴覚障がい者に対する理解を深め、手話で会話ができる市民を増やすことにより 、聴覚障がい者

が自由に参加できる社会の実現をめざして、 手話奉仕員養成講座を行います。  
 
【 現状と課題】  
・ 手話奉仕員養成講座を対象者のレベルに合わせて入門編と基礎編を1年おきに開催しています。  
・ 令和4年度にはフォローアッ プ講座を、令和5年度からはステッ プアッ プ講座を新設し 、 技術の定 
着強化にも力を入れて取り 組んでいます。  

 
 
【 実績と見込み】  
表 5- 44 実績と 見込み： 手話奉仕員養成研修事業 

手話奉仕員 
養成研修事業 

単位 

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  
令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

実修了者数 人 16 39 34 40 40 40 
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【 見込み量の確保方策】  
・ 継続的に手話奉仕員等を養成し、 手話で会話ができる人材の確保に努めます。  
 
⑨移動支援事業 
≪サービスの説明≫ 
屋外での移動が困難な障がいのある人について、 外出のための支援を行います。  

 
【 現状と課題】  
・ 利用者数はやや減少していますが、 外出のための支援だけでなく 、 宿泊の短期入所（ ショ ート ス

テイ） を利用されている人の送迎等、 様々な場面で活用されています。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 45 実績と 見込み： 移動支援事業 

移動支援事業 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

延利用時間数 時間／年 1, 295 1, 155 1, 516 1, 600 1, 600 1, 600 
実利用者数 人／年 37 31 27 50 50 50 
市内の事業所数 箇所 2 2 3 3 3 4 

 
【 見込み量の確保方策】  
・ サービスの活用や、 社会参加の促進に向けて、 利用が増加することを見込みます。  
・ 利用者のニーズと事業の現状や課題を把握し、サービス提供の柔軟な体制整備とサービス量の確

保に努めます。  
・ 移動支援事業への新規参入を促す取り組みに努めます。  
 
⑩地域活動支援センター事業 
≪サービスの説明≫ 
障がいのある人に対し 、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等を行いま

す。  
１ ． 地域活動支援センターＩ 型（ 利用人数： 1日当たり の実利用人員は概ね20名以上）  

専門職員（ 精神保健福祉士等） を配置し 、 医療・ 福祉及び地域の社会基盤との連携強化のた

めの調整、地域住民ボランティ ア育成、障がいに対する理解促進を図るための普及啓発等の

事業を実施します。なお、相談支援事業を併せて実施又は委託を受けていることを要件とし

ます。  
２ ． 地域活動支援センターⅡ型（ 利用人数： 1日当たり の実利用人員は概ね15名以上）  

地域において雇用・ 就労が困難な在宅の障がいのある人に対し 、 機能訓練、 社会適応訓練、

入浴等のサービスを実施します。  
３ ． 地域活動支援センターⅢ型（ 利用人数： 1日当たり の実利用人員は概ね10名以上）  

Ⅱ型と事業内容は同じ。 利用人数によりⅡ型とⅢ型を区分します。  
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【 現状と課題】  
・ 甲賀圏域（ 甲賀市・ 湖南市） においては、Ⅰ型の事業を2箇所（ 内市内1箇所） 、Ⅱ型の事業を1箇
所（ 市外） 委託実施しています。  

 
【 実績と見込み】  
表 5- 46 実績と 見込み： 地域活動支援センター事業 

地域活動支援 
センター事業 

単位 

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

Ⅰ型 
事業所数 

甲賀市 箇所 1 1 1 1 1 1 
湖南市 箇所 1 1 1 1 1 1 

Ⅱ型 
事業所数 

甲賀市 箇所 0 0 0 1 1 1 
湖南市 箇所 1 1 1 1 1 1 

Ⅲ型 
事業所数 

甲賀市 箇所 0 0 0 0 0 0 
湖南市 箇所 0 0 0 0 0 0 

 
【 見込み量の確保方策】  
・ 各機能を備えたセンターを通じて、 今後も障がいの特性に合わせた活動を進めるとともに、 地域

において自立した日常生活や社会生活を営むための創作・ 生産活動等の場所を提供することで、

支援体制の充実に努めます。  
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⑪日中一時支援事業 
≪サービスの説明≫ 
障がいのある人の家族の就労支援や、障がいのある人を日常的に介護している家族が一時的に休

息できるよう 、 日中における活動の場を確保する事業を行います。  
 
【 現状と課題】  
・ 保護者の就労支援や休息を目的にした事業ですが、 市内に3箇所と少ない現状です。 就学後及び

日中活動終了後の時間を過ごすための場所としての保護者のニーズは高く なっています。サービ

ス利用希望者は年々増加傾向にあり ます。  
・ 日中一時支援事業への新規参入を促す取り 組みに努めます。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 47 実績と 見込み： 日中一時支援事業 

日中一時支援事業 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

実利用者数 人／年 46 56 59 70 75 80 
年度末の市内の事

業所数 
箇所 3 3 3 3 3 4 

 
【 見込み量の確保方策】  
・ サービスの利用にあたっての運用基準の見直しに基づき事業所に説明を行ない、新規事業所の開

拓に努めます。  
・ 利用者の特性や家族の状況等を考慮し、 柔軟な運用を検討していきます。  
 
⑫福祉ホーム事業 
≪サービスの説明≫ 
居宅で生活することが困難な身体障がいのある人が、低額な料金で居室等の設備を利用する事業

を行います。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 48 実績と 見込み： 福祉ホーム事業 

福祉ホーム事業 単位 

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均実利用者数 人／月 2 2 1 2 3 3 
 
【 見込み量の確保方策】  
・ 市内に1箇所整備されていますが、 家庭環境、 住宅事情等により 自宅での生活が困難な身体障が

いのある人のニーズに応じ 、 社会福祉法人等において継続して利用できるよう 努めます。  
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⑬訪問入浴サービス事業 
≪サービスの説明≫ 
居宅で臥床し 、自宅の入浴設備では入浴することが困難な重度の障がいのある人に対し 、移動入

浴車による入浴の機会を提供する事業を行います。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 49 実績と 見込み： 訪問入浴サービス事業 

訪問入浴サービス

事業 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均実利用者数 人／月 3 4 4 6 6 6 
 
【 見込み量の確保方策】  
・ 必要な人がサービスを利用できるよう に、 制度の周知を図るとともに、適切にサービスの提供が

できる体制を確保していきます。  
 
⑭社会参加促進事業 
≪サービスの説明≫ 
・ 声の広報等発行事業： 文字による情報入手が困難な障がいのある人のために、 音訳した広報を

作成し 、 提供する事業を行います。  
 
・ 自動車運転免許取得助成事業・ 自動車改造助成事業： 自動車運転免許の取得、 自動車の改造に

要する費用の一部を助成する事業を行います。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 50 実績と 見込み： 声の広報等発行事業 

声の広報等発行事業 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

実施の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 
 
表 5- 51 実績と 見込み： 自動車運転免許取得事業 

自動車運転免許取得事業 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

実施の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 
 
表 5- 52 実績と 見込み： 自動車改造助成事業 

自動車改造助成事業 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

実施の有無 実施 実施 実施 実施 実施 実施 
 
【 見込み量の確保方策】  
・ 市の広報紙やホームページ等を活用し 、情報提供を進めるとともに、事業内容の充実に努めます。  
・ 障がいのある人の社会参加の促進を図るため、 事業内容の充実と、 より参加・ 利用しやすいよう

情報提供に努めます。   
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４  障害児
し ょ う がいじ

福祉
ふ く し

サービスの利用
り よ う

見
み

込
こ

みと確保
か く ほ

方策
ほう さ く

 
 

障害児通所支援、 障害児入所支援及び障害児相談支援の提供体制を整備し、 障害児通所支援等

提供体制の確保その他障害児通所支援及び障害児相談支援の円滑な実施を進めます。  
 

（ １ ） 障害児
し ょ う がいじ

福祉
ふ く し

サービス  

①児童発達支援 
≪サービスの説明≫ 
未就学児に、 日常生活における基本的な動作の指導、 集団生活への適応訓練等を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
心身に障がい又は発達に課題がある未就学児とその保護者 

 
【 現状と課題】  
・ 実利用者数は、 わずかに減少していますが、 延べ利用者数が増加傾向にあり 、 今後も利用ニーズ

が高まることが見込まれます。  
・ 児童発達支援センターを令和3年4月に開所し、児童発達支援センターを中心とした支援体制を構

築し 、 家庭や保育園、 幼稚園が連携して支援を進めています。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 53 実績と 見込み： 児童発達支援 

児童発達支援 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均延利用数 件／月 206 200 252 252 252 252 
月平均実利用者数 人／月 100 89 90 90 90 90 
年度末の市内の 
事業所数 

箇所 1 1 1 1 1 1 

 
 
【 見込み量の確保方策】  
・ 「 児童発達支援センター」 を中心に、 児童発達支援以外の幼児期の発達支援の場も含めて総合的

な支援の体制の構築を進めます。  
・ 強度行動障がい児の対象者に対する支援やその家族のサポート の体制を検討していきます。  
  

４  



120 

②放課後等デイサービス  
≪サービスの説明≫ 
授業の終了後又は学校の休業日に、 生活能力の向上のために必要な療育を行ないます。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
心身に障がい又は発達に課題がある 18 歳（ 必要に応じ 20歳） までの就学児童 

 
【 現状と課題】  
・ 放課後等デイサービスの利用者は年々増加傾向にあり 、就学後の時間を過ごすための場所として

の保護者の放課後等デイサービスの利用意向は今後も高く なることが見込まれます。  
・ 現在の市内事業所は8箇所となっています。  
・ 特別支援学校に加え、 地域の学校からサービスの利用を希望する児童が増えています。  
・ 重症心身障がい児を支援する事業所を1箇所設置しています。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 54 実績と 見込み： 放課後等デイサービス  

放課後等 
デイサービス  

単位 

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均延利用数 件／月 1, 563 1, 818 1, 976 2, 040 2, 240 2, 400 
月平均実利用者数 人／月 134 151 163 170 190 200 
年度末の市内の 
事業所数 

箇所 8 8 8 8 9 9 

 
【 見込み量の確保方策】  
・ 今後の利用者の増加が見込まれることから、保護者の就労支援を目的とした日中一時支援事業の

更なる受け皿開拓を進めるとともに、療育的なサービスを提供する放課後等デイサービスの目的

についての周知や情報の提供を行い、 適正な利用に努めます。  
・ サービス利用者の現状を把握して計画相談支援と連携し、本人に必要な支給量の決定に努めます。 
・ 支援者の知識・ 技術を高めることが必要であり 、 様々な研修の機会を確保するとともに習得意欲

の喚起を進めます。   
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③保育所等訪問支援 
≪サービスの説明≫ 
保育所等訪問支援は、 専門職員が保育所、 幼稚園、 小学校等を訪問し 、 集団での生活に必要な訓

練や支援者への助言等を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
保育所や児童が集団生活を営む施設に通う 障がいのある児童 

 
【 現状と課題】  
・ 家庭の事情等により 児童発達支援事業への通所が困難で、かつ専門的な療育支援を必要とする幼

児を対象としており 、 今後も継続的な支援体制の確保が必要です。 また、 専門スタッ フと稼働時

間の確保が必要となっています。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 55 実績と 見込み： 保育所等訪問支援 

保育所等訪問支援 単位 
第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均延利用数 件／月 2 2 10 10 10 10 
月平均実利用者数 人／月 2 3 10 10 10 10 
年度末の市内の 
事業所数 

箇所 1 1 1 1 1 1 

 
【 見込み量の確保方策】  
・ 園訪問・ 家庭訪問によるサポート や保育園等と連携を図り ながら利用しやすい体制づく り に努 
めます。  

 
④障害児相談支援 
≪サービスの説明≫ 
サービス等利用計画についての相談及び作成等の支援が必要と認められる場合に、障がいのある

児童の自立した生活を支え、課題の解決や適切なサービス利用に向けて、ケアマネジメ ント によ

り きめ細やかに支援するものです。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
障害児通所支援を申請し た障がいのある児童であって市町村が障害児支援利用計画案の提出を

求めた児童 
 
【 現状と課題】  
・ 放課後等デイサービスの利用増加に伴い障がい児相談支援の利用者数は年々増加しています。  
・ 甲賀圏域内の児童相談支援事業所が少なく 、 慢性的な不足状況が続いています。  
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【 実績と見込み】  
表 5- 56 実績と 見込み： 障害児相談支援 

障害児相談支援 単位 

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  
令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均延利用数 件／月 43 41 42 43 45 48 
利用件数 件／年 501 483 500 518 540 580 
年度末の市内の 
事業所数 箇所 6 6 7 7 7 8 

 
【 見込み量の確保方策】  
・ 児童発達支援及び放課後等デイサービスの利用者が今後も増加することを見込んでいることから、

障害児相談支援の利用も増加することを見込んでいます。  
・ 新規事業所が継続して事業実施できるよう 、 基幹相談支援センターと連携し 、 指導や相談に対応

する等、 地域の相談支援体制の充実を図り ます。  
・ 行動障がいを持つこどもは、 早期からの適切な支援を行い、 行動障がいの状態をつく らない支援

のために、 セルフプランではなく 相談支援専門員による適切なアセスメ ント 等が実施されるよ

う 努めます。  
 
⑤居宅訪問型児童発達支援 
≪サービスの説明≫ 
障害児通所支援を利用するために外出することが著し く 困難な障がいのある児童に、発達支援が

提供できるよう 、障がいのある児童の居宅を訪問して日常生活における基本的な動作の指導知識

技能の付与等の支援を行います。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
重度障がいのある児童や医療的ケアが必要な児童で、児童発達支援や医療型児童発達支援に通所

してサービスを利用することが難しい児童 
 
【 現状と課題】  
・ 市内にサービスを提供する事業所はあり ませんが、 引き続き事業所の開拓を図ります。  
・ 医療的ケア児・ 者協議会が設置され、 医療・ 福祉・ 教育の現場での現状や課題についての話し合

いを行い、 緊急時の受け入れの場所の少なさや利用できる資源の少なさがあげられました。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 57 実績と 見込み： 居宅訪問型児童発達支援 

居宅訪問型 
児童発達支援 単位 

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  
令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

月平均延利用数 件／月 0 0 0 1 1 1 
年利用実人数 人／年 0 0 0 1 1 1 
年度末の市内の 
事業所数 箇所 0 0 0 1 1 1 
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【 見込み量の確保方策】  
・ 庁内関係各課が連携し、 制度等の周知を進めるとともに、 利用ニーズの把握とニーズに応じた対

応を行います。  
・ 医療的ケア児者の休日や通所施設利用後の過ごしの場（ 日中一時支援、 短期入所など） の確保に

努めます。   
・ 重心児、 医療的ケア児の入浴サービスを増することを見込んでいます。  
・ 医療的ケア児者の移動にかかる支援について検討します。   
・ 医療的ケア（ 喀痰吸引・ 胃ろう 等） に対応できるヘルパーの確保に努めます。   
・ 重心児者、医療的ケア児者が甲賀圏域で安心して住み続けられるよう 関係機関との連携強化に努

めます。  
 
⑥医療的ケア児童に関するコーディ ネーターの配置 
≪サービスの説明≫ 
医療的ケア児に対する総合的な支援体制の構築に向けて、関連分野の支援を調整するコーディ ネ

ーターとして養成された相談支援専門員等を配置します。  
 
≪サービス利用対象者≫ 
医療的ケアが必要な児童 

 
【 現状と課題】  
・ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場として、 甲賀圏域で1箇所「 医療的ケア児者支援

協議会」 を設置しています。  
 
【 実績と見込み】  
表 5- 58 実績と 見込み： 医療的ケア児童に関するコーディ ネーター 

医療的ケア児童に関す
るコーディ ネーター 単位 

第６ 期計画期間（ 実績）  第７ 期計画期間（ 計画）  

令和 3年度 
( 2021年度)  

令和 4年度 
( 2022年度)  

令和 5年度 
( 2023年度)  
（ 見込）  

令和 6年度 
( 2024年度)  

令和 7年度 
( 2025年度)  

令和 8年度 
( 2026年度)  

配置人数 人 3 3 3 3 4 5 
 
【 見込み量の確保方策】  
・ 医療的ケアが必要な児童について、 甲賀地域障害者自立支援協議会（ 甲賀地域障害児・ 者サービ

ス調整会議） の重症心身障害児・ 者対策部会において協議の場を設置し取り 組みを推進していき

ます。  
 
 
 
  


